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（目的） 

第１条 この条例は、都市公園法（昭和３１年法律第７９号。以下「法」

という。）及び法に基づく命令で定めるもののほか、市が設置する都市

公園の設置及び管理に関し必要な事項を定めることを目的とする。 

（住民１人当たりの都市公園の敷地面積の標準） 

第１条の２ 区域内の都市公園の住民１人当たりの敷地面積の標準は、１

０平方メートル以上とし、市街地の都市公園の住民１人当たりの敷地面



積の標準は、５平方メートル以上とする。 

（都市公園の配置及び規模の基準） 

第１条の３ 市が次に掲げる都市公園を設置する場合においては、都市公

園の分布の均衡を図り、かつ、防火、避難等災害の防止に資するよう考

慮するほか、次に掲げるところによりその配置及び規模を定めるものと

する。 

（１） 主として街区内に居住する者の利用に供することを目的とする

都市公園は、街区内に居住する者が容易に利用することができるよう

に配置し、その敷地面積は、０．２５ヘクタールを標準として定める

こと。 

（２） 主として近隣に居住する者の利用に供することを目的とする都

市公園は、近隣に居住する者が容易に利用することができるように配

置し、その敷地面積は、２ヘクタールを標準として定めること。 

（３） 主として徒歩圏域内に居住する者の利用に供することを目的と

する都市公園は、徒歩圏域内に居住する者が容易に利用することがで

きるように配置し、その敷地面積は、４ヘクタールを標準として定め

ること。 

（４） 主として区域内に居住する者の休息、観賞、散歩、遊戯、運動

等総合的な利用に供することを目的とする都市公園及び主として運動

の用に供することを目的とする都市公園で、休息、観賞、散歩、遊戯、

運動等総合的な利用に供されるものは、容易に利用することができる

ように配置し、それぞれその利用目的に応じて都市公園としての機能

を十分発揮することができるようにその敷地面積を定めること。 

２ 市が、主として公害又は災害を防止することを目的とする緩衝地帯と

しての都市公園、主として風致の享受の用に供することを目的とする都

市公園、主として動植物の生息地又は生育地である樹林地等の保護を目

的とする都市公園、主として市街地の中心部における休息又は観賞の用



に供することを目的とする都市公園等前項各号に掲げる都市公園以外の

都市公園を設置する場合においては、それぞれその設置目的に応じて都

市公園としての機能を十分発揮することができるように配置し、及びそ

の敷地面積を定めるものとする。 

（名称、所在地等） 

第２条 市が設置する都市公園の名称及び所在地は、別表第１のとおりと

する。 

２ 都市公園を設置し、その区域を変更し、又は都市公園を廃止するとき

は、市長は、当該公園の名称、所在地、区域（廃止する場合を除く。）

その他必要と認める事項を告示する。 

（公園施設の設置基準） 

第２条の２ １の都市公園に公園施設として設けられる建築物の建築面積

の総計の当該都市公園の敷地面積に対する割合は、１００分の２を超え

てはならない。 

（公園施設の設置基準の特例） 

第２条の３ 都市公園法施行令（昭和３１年政令第２９０号。以下「令」

という。）第６条第１項第１号に掲げる場合に関する法第４条第１項た

だし書の条例で定める範囲は、同号に規定する建築物に限り、当該都市

公園の敷地面積の１００分の１０を限度として前条の規定により認めら

れる建築面積を超えることができることとする。 

２ 令第６条第１項第２号に掲げる場合に関する法第４条第１項ただし書

の条例で定める範囲は、同号に規定する建築物に限り、当該都市公園の

敷地面積の１００分の２０を限度として前条の規定により認められる建

築面積を超えることができることとする。 

３ 令第６条第１項第３号に掲げる場合に関する法第４条第１項ただし書

の条例で定める範囲は、同号に規定する建築物に限り、当該都市公園の

敷地面積の１００分の１０を限度として前条又は前２項の規定により認



められる建築面積を超えることができることとする。 

４ 令第６条第１項第４号に掲げる場合に関する法第４条第１項ただし書

の条例で定める範囲は、同号に規定する建築物に限り、当該都市公園の

敷地面積の１００分の２を限度として前条又は前３項の規定により認め

られる建築面積を超えることができることとする。 

（公園施設に関する制限） 

第２条の４ 令第８条第１項に規定する条例で定める割合は、１００分の

５０とする。ただし、別表第１の２の左欄に掲げる都市公園にあつては、

それぞれ同表の右欄に定める割合とする。 

（行為の制限） 

第３条 都市公園において、次に掲げる行為をしようとするときは、市長

の許可を受けなければならない。 

（１） 物品の販売、興行その他の営業行為をすること。 

（２） 業として写真、映画、テレビ等の撮影を行うこと。 

（３） 競技会、展示会、博覧会、集会その他これらに類する催し（以

下「競技会等」という。）を行うため都市公園の全部又は一部を独占

して利用すること。 

（４） 花火、炊き出し等を行うため火気を使用すること。 

２ 前項の許可を受けようとする者は、行為の目的、行為の期間、行為を

行う場所又は公園施設、行為の内容その他規則で定める事項を記載した

申請書を市長に提出しなければならない。 

３ 第１項の許可を受けた者は、許可を受けた事項を変更しようとすると

きは、当該事項を記載した申請書を市長に提出してその許可を受けなけ

ればならない。 

４ 市長は、第１項各号に掲げる行為が公衆の都市公園の利用に支障を及

ぼさないと認める場合に限り、第１項又は前項の許可を与えることがで

きる。 



５ 市長は、第１項又は第３項の許可に都市公園の管理上必要な範囲内で

条件を附することができる。 

（許可の特例） 

第４条 法第６条第１項又は第３項の許可を受けた者は、当該許可に係る

事項について前条第１項の許可を受けることを要しない。 

（行為の禁止） 

第５条 都市公園においては、次に掲げる行為をしてはならない。ただし、

法第５条第１項、法第６条第１項若しくは第３項、第３条第１項若しく

は第３項の許可又は越谷市屋外広告物条例（平成２６年条例第９６号）

第８条第１項各号、第２項各号若しくは第６項に規定するもの若しくは

同条第５項の許可に係るものについては、この限りでない。 

（１） 公園施設を損傷し、又は汚損すること。 

（２） 土地の形質を変更すること。 

（３） 竹木を伐採し、植物を採取し、又はこれらを損傷すること。 

（４） 貼り紙若しくは貼り札をし、又は広告若しくは宣伝をすること。 

（５） 車馬を乗り入れ、又は止めておくこと。 

（６） ごみその他汚物を捨てること。 

２ 前項第４号の規定にかかわらず、市長は、別表第２及び別表第３に掲

げる施設においては、これらの用途又は目的を妨げない限度において、

貼り紙若しくは貼り札又は広告若しくは宣伝（屋外広告物法（昭和２４

年法律第１８９号）第２条第１項及び越谷市屋外広告物条例第２条第１

項に規定する屋外広告物に該当するものを除く。）を掲出することを認

めることができる。 

（利用の禁止又は制限） 

第６条 市長は、都市公園の損壊その他の理由によりその利用が危険であ

ると認められる場合又は都市公園に関する工事の為やむを得ないと認め

られる場合においては、都市公園を保全し、又はその利用者の危険を防



止する為、都市公園の利用を禁止し、又は制限することができる。 

（公園施設の設置若しくは管理又は占用の許可の申請書の記載事項） 

第７条 法第５条第１項に規定する条例で定める事項は、次に掲げるもの

とする。 

（１） 公園施設を設置しようとする場合 

ア 設置の目的 

イ 公園施設の種類 

ウ 設置の期間 

エ 設置の場所及び面積 

オ 公園施設の構造 

カ 公園施設の管理の方法 

キ 工事実施の方法 

ク 工事の着手及び完了の時期 

ケ その他市長が指示する事項 

（２） 公園施設を管理しようとする場合 

ア 管理の目的 

イ 管理する公園施設 

ウ 管理の期間 

エ 管理の方法 

オ その他市長が指示する事項 

（３） 許可を受けた事項を変更しようとする場合 

ア 公園施設の種類 

イ 既に受けた許可年月日及び許可番号 

ウ 変更事項及び理由 

エ その他市長が指示する事項 

２ 法第６条第２項に規定する条例で定める事項は、次に掲げるものとす

る。 



（１） 占用物件の種類 

（２） 占用の面積 

（３） 占用物件の管理の方法 

（４） 工事実施の方法 

（５） 工事の着手及び完了の時期 

（６） 都市公園の復旧方法 

（７） その他市長が指示する事項 

（占用許可の軽易な変更） 

第８条 法第６条第３項ただし書に規定する条例で定める軽易な変更に該

当する事項は、都市公園の利用又は効用に影響を与えないもので、規則

で定めるものとする。 

（有料の公園施設） 

第９条 有料で使用させる公園施設（以下「有料の公園施設」という。）

は、別表第２、別表第３及び別表第４のとおりとする。 

２ 有料の公園施設に係る使用手続、使用料その他管理に関し必要な事項

は、別表第２に掲げる施設にあつては越谷市立屋外体育施設条例（昭和

６３年条例第１６号）の、別表第３に掲げる施設にあつては越谷市立体

育館条例（昭和５６年条例第１０号）の、別表第４に掲げる施設にあつ

ては越谷市日本庭園設置及び管理条例（平成３年条例第２２号）、越谷

市野鳥の森設置及び管理条例（平成７年条例第２０号）又は越谷市植物

園設置及び管理条例（平成２２年条例第２７号）の定めるところによる。 

第９条の２及び第１０条 削除 

（届出） 

第１１条 次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該行為をし

た者は、速やかにその旨を市長に届け出なければならない。 

（１） 法第５条第１項又は第６条第１項若しくは第３項の許可を受け

た者が公園施設の設置又は都市公園の占用に関する工事を完了した時 



（２） 前号に掲げる者が公園施設の設置若しくは管理人又は都市公園

の占用を廃止したとき 

（３） 第１号に掲げる者が法第１０条第１項の規定により都市公園を

原状に回復したとき 

（４） 法第２７条第１項又は第２項の規定により、同条第１項に規定

する必要な措置を命ぜられた者が命ぜられた工事を完了した時 

（５） 次条第１項又は第２項の規定により、同条第１項に規定する必

要な措置を命ぜられた者が命ぜられた工事を完了した時 

（監督処分） 

第１２条 市長は次の各号のいずれかに該当する者に対して、この条例の

規定による許可を取り消し、その効力を停止し、若しくはその条件を変

更し、又は行為の中止、原状回復若しくは都市公園よりの退去を命ずる

ことができる。 

（１） この条例又はこの条例の規定に基づく処分に違反している者 

（２） この条例の規定による許可に附した条件に違反している者 

（３） 偽りその他不正な手段により、この条例の規定による許可を受

けた者 

２ 市長は次の各号のいずれかに該当する場合においては、この条例の規

定による許可を受けた者に対し、前項に規定する処分をし、又は同項に

規定する必要な措置を命ずることができる。 

（１） 都市公園に関する工事の為やむを得ない必要が生じた場合 

（２） 都市計画の保全又は公衆の都市公園の利用に著しい支障が生じ

た場合 

（３） 前２号に掲げる場合のほか、都市公園の管理上の理由以外の理

由に基づく公益上やむを得ない必要が生じた場合 

（工作物等を保管した場合の公示の方法） 

第１３条 法第２７条第５項の規定による公示は、越谷市公告式条例（昭



和４７年条例第６号）第２条第２項の掲示場に掲示して行うものとする。 

（工作物等を保管した場合の公示事項） 

第１４条 法第２７条第５項に規定する条例で定める事項は、次に掲げる

ものとする。 

（１） 保管した工作物その他の物件若しくは施設（以下「工作物等」

という。）の名称又は種類、形状及び数量 

（２） 保管した工作物等の放置されていた場所及び当該工作物等を除

却した日時 

（３） その工作物等の保管を始めた日時及び保管の場所 

（４） 前３号に掲げるもののほか、保管した工作物等を返還するため

必要と認められる事項 

（工作物等の価額の評価の方法） 

第１５条 法第２７条第６項の規定による工作物等の価額の評価は、取引

の実例価格、当該工作物等の使用年数、損耗の程度その他当該工作物等

の価額の評価に関する事情を勘案してするものとする。この場合におい

て、市長は、必要があると認めるときは、工作物等の価額の評価に関し

専門的知識を有する者の意見を聴くことができる。 

（保管した工作物等を売却する場合の手続き） 

第１６条 法第２７条第６項の規定による保管した工作物等の売却は、競

争入札に付して行わなければならない。ただし、競争入札に付しても入

札者がない工作物等その他競争入札に付することが適当でないと認めら

れる工作物等については、随意契約により売却することができる。 

（損害賠償義務） 

第１７条 都市公園の利用者が公園施設を損傷し、汚損し、又は滅失した

ときは、これを修理し、若しくは原状回復し、又はその損害を賠償しな

ければならない。ただし、やむを得ない事情があるときはこの限りでな

い。 



（使用料） 

第１８条 第３条第１項又は第３項の許可を受けた者は、越谷市行政財産

の使用料に関する条例（平成２３年条例第２４号）の例により算定した

額（その額が１００円に満たない場合にあつては１００円）の使用料を

納付しなければならない。ただし、許可を受けた競技会等が営利を目的

として行われるものでない場合にあつては、この限りでない。 

２ 法第５条第１項又は法第６条第１項若しくは第３項の許可を受けた者

は、別表第５により算定した額（その額が１００円に満たない場合にあ

つては１００円）の使用料を納付しなければならない。 

（使用料の納付方法） 

第１９条 前条の規定による使用料は、許可を受けた際に、その全額を納

付しなければならない。ただし、法第５条第１項又は法第６条第１項若

しくは第３項の許可による使用期間又は占用期間が翌年度以降にわたる

ときは、翌年度以降の使用料については、年度ごとに当該年度分を納付

しなければならないものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、特別の理由があると認めるときは、

使用料を分割納付させることができる。 

（使用料の減額及び免除） 

第２０条 市長は、公益上特に必要があると認めるときは、規則で定める

ところにより、第１８条の規定による使用料を減額し、又は免除するこ

とができる。 

（使用料の還付） 

第２１条 第１８条の規定による既納の使用料は、還付しない。ただし、

市長が特別の理由があると認めるときは、規則で定めるところにより、

その全部又は一部を還付することができる。 

（指定管理者による管理） 

第２２条 市長は、指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）



第２４４条の２第３項に規定する指定管理者をいう。以下同じ。）に、

都市公園の管理を行わせることができる。 

２ 前項の規定により指定管理者に都市公園の管理を行わせる場合の当該

指定管理者が行う業務は、次に掲げる業務とする。 

（１） 都市公園の維持管理に関する業務 

（２） 第３条の規定による行為の許可に関する業務 

（３） その他市長が別に定める業務 

３ 指定管理者が前項各号に掲げる業務を行う場合における第３条、第５

条、第６条及び第１２条の規定の適用については、第３条第１項中「都

市公園において、次に掲げる行為をしようとするときは、市長」とある

のは「指定管理者が管理を行う都市公園において、次に掲げる行為をし

ようとするときは、当該指定管理者」と、同条第２項から第５項までの

規定中「市長」とあるのは「指定管理者」と、第５条第２項中「市長は、

別表第２及び別表第３に掲げる施設においては」とあるのは「指定管理

者は、別表第２及び別表第３に掲げる施設のうち当該指定管理者が管理

を行う施設においては」と、第６条中「市長は」とあるのは「指定管理

者は、当該指定管理者が管理を行う都市公園において」と、第１２条中

「市長」とあるのは「指定管理者」とする。 

（委任） 

第２３条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 

（過料） 

第２４条 詐欺その他不正の行為により使用料の徴収を免れた者は、その

徴収を免れた金額の５倍に相当する金額（当該５倍に相当する金額が５

０，０００円を超えないときは、５０，０００円とする。）以下の過料

に処する。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 



附 則（昭和４７年条例第９号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和４８年条例第２号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和４８年条例第２５号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和４８年条例第３２号） 

この条例は、昭和４８年７月１日から施行する。 

附 則（昭和４９年条例第２７号） 

この条例は、昭和４９年５月１日から施行する。 

附 則（昭和５０年条例第２８号） 

この条例は、昭和５０年７月１日から施行する。 

附 則（昭和５０年条例第３３号） 

この条例は、昭和５０年１０月１日から施行する。 

附 則（昭和５３年条例第１９号） 

この条例は、昭和５３年７月１日から施行する。 

附 則（昭和５４年条例第９号） 

この条例は、昭和５４年４月１日から施行する。 

附 則（昭和５４年条例第１８号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和５５年条例第２７号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和５５年条例第２８号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和５５年条例第３４号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和５６年条例第１７号） 



この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和５７年条例第１号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和５７年条例第１６号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和５７年条例第２６号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和５８年条例第１９号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和５８年条例第２６号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和５９年条例第７号） 

この条例は、昭和５９年４月１日から施行する。 

附 則（昭和６０年条例第４号） 

この条例は、昭和６０年４月１日から施行する。 

附 則（昭和６１年条例第１９号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和６２年条例第１１号） 

この条例は、昭和６２年８月１日から施行する。 

附 則（昭和６２年条例第１９号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和６３年条例第１３号） 

この条例は、昭和６３年４月１日から施行する。 

附 則（昭和６３年条例第２５号） 

この条例は、昭和６３年１０月１日から施行する。 

附 則（昭和６３年条例第３８号） 

この条例は、昭和６４年４月１日から施行する。 



附 則（平成元年条例第１８号） 

この条例は、平成元年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２年条例第１０号） 

この条例は、平成２年７月１日から施行する。 

附 則（平成３年条例第２１号） 

この条例は、平成３年７月１日から施行する。ただし、第９条の改正規

定、別表第１花田第五公園の項の次に１項を加える改正規定及び別表第３

の次に１表を加える改正規定は、同年１０月１日から施行する。 

附 則（平成４年条例第２０号） 

この条例は、平成４年４月１日から施行する。 

附 則（平成４年条例第３５号） 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の別表第１の規定（花田第三

公園の項から花田第六公園までの項に限る。）は、平成４年８月８日から

適用する。 

附 則（平成５年条例第１３号） 

この条例は、平成５年７月１日から施行する。 

附 則（平成６年条例第１６号） 

この条例は、平成６年７月１日から施行する。 

附 則（平成７年条例第１９号） 

この条例は、平成７年９月１日から施行する。 

附 則（平成７年条例第３１号） 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の別表第１の規定は、平成７

年１１月１１日から適用する。 

附 則（平成８年条例第１２号） 

この条例は、平成８年６月１日から施行する。 

附 則（平成８年条例第２０号） 

この条例は、平成８年７月１日から施行する。 



附 則（平成８年条例第２８号） 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の別表第１の規定は、平成８

年９月２１日から適用する。 

附 則（平成９年条例第１０号） 

この条例は、平成９年７月１日から施行する。 

附 則（平成１０年条例第１４号） 

この条例は、平成１０年５月１日から施行する。 

附 則（平成１０年条例第２７号） 

この条例は、平成１０年７月１日から施行する。 

附 則（平成１１年条例第２５号） 

この条例は、平成１１年７月１日から施行する。 

附 則（平成１１年条例第４２号） 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の別表第１の規定は、平成１

１年１１月２０日から施行する。 

附 則（平成１３年条例第１６号） 

この条例は、平成１３年７月１日から施行する。 

附 則（平成１４年条例第４０号） 

この条例は、平成１４年１２月１日から施行する。 

附 則（平成１５年条例第３９号） 

この条例中別表第２越谷総合公園の項の改正規定は平成１６年４月１日

から、その他の改正規定は平成１６年１０月１日から施行する。 

附 則（平成１７年条例第１９号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１７年条例第５１号） 

この条例は、平成１７年１０月１日から施行する。 

附 則（平成１８年条例第１２号） 

この条例は、平成１８年４月１日から施行する。 



附 則（平成２０年条例第２３号） 

この条例は、平成２０年７月１日から施行する。 

附 則（平成２１年条例第５号） 

この条例は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年条例第９号） 

この条例は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年条例第３８号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年条例第４号） 

この条例は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年条例第３２号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前になされた都市公園内における行為の許可、公

園施設の設置及び管理の許可並びに公園施設以外の工作物等の設置によ

る占用の許可であって、当該許可による期間の初日がこの条例の施行の

日前であり、かつ、その期間が１年未満であるものに係る都市公園の使

用については、なお従前の例による。 

附 則（平成２４年条例第９号） 

この条例は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年条例第３４号） 

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年条例第１６号） 

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年条例第７号） 



この条例は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年条例第３３号） 

この条例は、越谷レイクタウン特定土地区画整理事業の換地処分の公告

があった日の翌日から施行する。 

附 則（平成２７年条例第１９号） 

この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年条例第２５号） 

この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年条例第３６号） 

この条例は、越谷都市計画事業七左第一土地区画整理事業の換地処分の

公告があった日の翌日から施行する。 

附 則（平成２９年条例第１０号） 

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年条例第３３号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成３１年条例第９号） 

この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年条例第１１号） 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年条例第１７号） 

この条例は、令和４年７月１日から施行する。 

附 則（令和５年条例第２１号） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 指定管理者に都市公園の管理を行わせるときは、この条例の施行の日

（以下「施行日」という。）前にこの条例による改正前の越谷市都市公



園条例の規定により市長がした行為の許可その他の処分（施行日以後の

行為に係るものに限る。）は、この条例による改正後の越谷市都市公園

条例の相当規定により当該指定管理者がした行為の許可その他の処分と

みなす。 

附 則（令和７年条例第１４号） 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

別表第１（第２条関係） 

名称 所在地 

北越谷第一公園 北越谷三丁目地内 

北越谷第二公園 北越谷二丁目地内 

北越谷第三公園 北越谷一丁目地内 

北越谷第四公園 北越谷四丁目地内 

北越谷第五公園 北越谷五丁目地内 

東越谷第一公園 東越谷二丁目地内 

東越谷第二公園 東越谷三丁目地内 

東越谷第三公園 東越谷四丁目地内 

東越谷第四公園 東越谷五丁目地内 

東越谷第五公園 宮前一丁目地内 

東越谷第六公園 花田一丁目地内 

東越谷第七公園 花田一丁目地内 

東越谷六丁目公園 東越谷六丁目地内 

東越谷七丁目しいの木公園 東越谷七丁目地内 

東越谷七丁目みどりの公園 東越谷七丁目地内 

東越谷八丁目けやき公園 東越谷八丁目地内 

東越谷八丁目いちよう公園 東越谷八丁目地内 

東越谷九丁目公園 東越谷九丁目地内 



東越谷十丁目２０１０公園 東越谷十丁目地内 

越谷総合公園 増林二丁目地内 

増林公園 大字増林地内 

記島河原公園 大字増森地内 

南越谷第一公園 南越谷五丁目地内 

南越谷第二公園 南越谷四丁目地内 

南越谷第三公園 蒲生西町二丁目地内 

見田方遺跡公園 レイクタウン八丁目地内 

レイクタウンスポーツ公園 レイクタウン五丁目地内 

レイクタウン湖畔の森公園 レイクタウン九丁目地内 

レイクタウン第一公園 レイクタウン一丁目地内 

レイクタウン第二公園 レイクタウン二丁目地内 

レイクタウン第三公園 レイクタウン二丁目地内 

レイクタウン第四公園 レイクタウン五丁目地内 

レイクタウン第五公園 レイクタウン五丁目地内 

レイクタウン第六公園 レイクタウン六丁目地内 

レイクタウン第七公園 レイクタウン七丁目地内 

レイクタウン第八公園 レイクタウン七丁目地内 

レイクタウン第九公園 レイクタウン一丁目地内 

みわの杜公園 レイクタウン九丁目地内 

越谷流通公園 流通団地三丁目地内 

千間台第一公園 千間台東一丁目地内 

千間台第二公園 千間台西一丁目地内 

千間台第三公園 千間台西二丁目地内 

千間台第四公園 千間台西四丁目地内 

千間台第五公園 千間台西六丁目地内 



せんげん堀公園 千間台西四丁目地内 

千間台西公園 大字三野宮地内 

南部第一公園 南町二丁目地内 

南部第二公園 蒲生南町地内 

南部第三公園 南町一丁目地内 

南部第四公園 南町三丁目地内 

南部第五公園 伊原二丁目地内 

大杉公園 大字大杉地内 

宮本公園 宮本町五丁目地内 

川柳公園 川柳町四丁目地内 

鷺高第一公園 東大沢二丁目地内 

鷺高第二公園 東大沢三丁目地内 

鷺高第三公園 東大沢一丁目地内 

鷺高第四公園 東大沢三丁目地内 

鷺高第五公園 東大沢五丁目地内 

鷺高第六公園 東大沢四丁目地内 

鷺高第七公園 東大沢四丁目地内 

花田第一公園 花田二丁目地内 

花田第二公園 花田二丁目地内 

花田第三公園 花田三丁目地内 

花田第四公園 花田四丁目地内 

花田第五公園 花田五丁目地内 

花田第六公園 花田六丁目地内 

蒲生公園 蒲生東町地内 

出羽公園 新川町一丁目地内 

しらこばと運動公園 大字砂原地内 



恩間公園 大字恩間地内 

恩間第二公園 大字恩間地内 

弥十郎公園 大字弥十郎地内 

弥十郎第二公園 大字弥十郎地内 

平方公園 大字平方地内 

堂面第一公園 西方二丁目地内 

堂面第二公園 西方二丁目地内 

沼田第一公園 平方南町地内 

沼田第二公園 平方南町地内 

間久里第一公園 千間台東二丁目地内 

間久里第二公園 千間台東三丁目地内 

間久里第三公園 千間台東三丁目地内 

間久里第四公園 千間台東二丁目地内 

間久里第五公園 千間台東二丁目地内 

赤山公園 赤山町三丁目地内 

赤山町第二公園 赤山町二丁目地内 

赤山町第三公園 赤山町三丁目地内 

赤山町一丁目わくわく公園 赤山町一丁目地内 

緑の森公園 越ケ谷地内 

大吉公園 大字大吉地内 

大杉第二公園 大字大杉地内 

大里第一公園 大字大里地内 

大間野町第二公園 大間野町四丁目地内 

大間野町第三公園 大間野町二丁目地内 

出津第一公園 大字南荻島地内 

出津第二公園 大字南荻島地内 



蒲生寿町公園 蒲生寿町地内 

越ケ谷三丁目公園 越ケ谷三丁目地内 

大沢公園 大沢四丁目地内 

大房第一公園 大字大房地内 

越谷駅西口公園 東柳田町地内 

七左第一公園 新越谷一丁目地内 

七左第二公園 新越谷一丁目地内 

七左第三公園 新越谷二丁目地内 

七左第四公園 新越谷一丁目地内 

西大袋第一公園 大字大竹地内 

西大袋第三公園 大字大道地内 

西大袋第四公園 大字大道地内 

西大袋第五公園 大字大竹地内 

西大袋第七公園 大字大竹地内 

西大袋第九公園 大字大道地内 

袋山せせらぎ公園 大字袋山地内 

越谷梅林公園 大字大林地内 

別表第１の２（第２条の４関係） 

名称 割合 

北越谷第五公園 １００分の７０ 

越谷流通公園 １００分の７０ 

大杉公園 １００分の７０ 

別表第２（第５条、第９条関係） 

公園名 有料の公園施設 摘要 

北越谷第五公園 野球場   

洋弓場   



東越谷第二公園 庭球場   

越谷総合公園 野球場   

多目的運動場   

庭球場   

越谷流通公園 サッカー場   

千間台第四公園 野球場   

大杉公園 野球場   

川柳公園 野球場   

庭球場   

出羽公園 庭球場   

相撲場   

しらこばと運動公園 競技場   

第２競技場   

野球場   

庭球場   

ソフトボール場   

平方公園 野球場   

庭球場   

緑の森公園 弓道場   

別表第３（第５条、第９条関係） 

公園名 有料の公園施

設 

摘要 

越谷総合公園 総合体育館   

別表第４（第９条関係） 

公園名 有料の公園施

設 

摘要 



花田第六公園 日本庭園   

大吉公園 野鳥の森   

緑の森公園 植物園   

別表第５（第１８条関係） 

１ 公園施設の設置及び管理に係る使用料 

区分 使用料 

公園施設を設置する場合 越谷市行政財産の使用料に関する条例の例によ

り算定した額 公園施設を管理する場合 

２ 都市公園の占用に係る使用料 

工作物等の区分 使用料 

電柱、電話柱、支柱、支

線その他の電気通信事業

のための工作物その他の

物件及び施設（以下この

表において「電気通信事

業施設」という。） 

電気通信事業法施行令（昭和６０年政令第７５

号）別表第１に定める宅地における対価の基準額

に相当する額 

道路法（昭和２７年法律

第１８０号）第３２条の

規定による道路占用許可

の対象となる工作物その

他の物件及び施設（電気

通信事業施設を除く。） 

越谷市道路占用料徴収条例（平成９年条例第１８

号）別表に定めるところにより算定した額に相当

する額 

上記以外の工作物その他

の物件及び施設 

越谷市行政財産の使用料に関する条例の例によ

り算定した額 

 


